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 京都市教職員の特例退職等に関する規程の一部を次のように改正する。 

  令和５年３月３１日 

京都市教育長 稲田 新吾   

 第４条中「訓令」の右に「において別に定めることとされている事項及びこの訓令」を

加える。 

 附則を附則第１項とし、同項に見出しとして「（施行期日）」を付し、附則に次の１項を

加える。 

（管理監督職を占める教職員の特例退職に係る退職手当の基本額に関する特例） 

２ 規則附則第９項に規定する別に定める者は、京都市教職員の給与、勤務時間等に関す

る条例別表第１又は第２の適用を受けるものであって、その職務の級が４級であるもの

とする。この場合において、その者が京都市職員の定年等に関する条例第７条に規定す

る管理監督職勤務上限年齢に達する日以後における最初の３月３１日（同条例第９条各

項の規定により異動期間（同条第１項に規定する異動期間をいう。以下この項において

同じ。）（同条各項の規定により延長された異動期間を含む。）を延長した場合にあっては、

当該異動期間の末日の前日）に退職した場合における第１条の規定の適用については、

当分の間、同条中「年齢」とあるのは「定年と退職の日におけるその者の年齢との差に

相当する年数」と、「別表」とあるのは「附則別表」とする。 

 附則に次の１表を加える。 

附則別表 

定年と退職の日におけるその者の年齢と

の差に相当する年数 
割      合 

１年 ０．０２４ 

２年 ０．０４８ 

３年 ０．０７２ 

４年 ０．０９６ 



  

５年 ０．１２ 

   附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、令和５年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この訓令による改正後の京都市教職員の特例退職等に関する規程の規定は、この訓令

の施行の日以後に退職する教職員について適用し、同日前に退職した教職員については、

なお従前の例による。 

（教育委員会事務局総務部教職員人事課） 


